






























































4） 土田亮「判批」ジュリ 1297号（平成 17年）154頁、古笛恵子「判批」ひろば 58巻 2号（平
成17年）54頁。
  直接にはこの裁判例を問題としたものではないが、井上治典「債権者平等について」












































































































































































































































28） 「保険法の見直しに関する中間試案」第2　6⑴（注 4）（i）、沖野・前掲② 29頁以下、
沖野・前掲①65 ～ 68頁。
29） 沖野・前掲②29頁。
30） 中西正明「責任保険における「第三者」の地位」香川大学経済論叢 29巻 4号（昭和 31年）
23頁は、契約法の一般理論に反することは認めつつも、責任保険の内在的な任務からする
と、被害者は自己の名で直接保険者に保険金を請求し得るべきものであるとする。甘利公































































































































































48） 前掲シンポジウム 90頁〔沖野正已発言〕。基金構成をとる甘利・前掲 250頁は被害者に
支払われるために保険者が管理しているとして後者の構成に依る。
という従来指摘されていた点を確認したに止まる。立法論としては、保険金請
求権が発生しない場合も含めて処理が可能であり解釈論に依拠する点の比較的
少ない一般先取特権の付与が最も適当であると言えようか。もっとも、保険金
請求権が発生しない場合も含めた処理を志向することは先述した第 1、第 3の
正当化根拠に依拠することを意味する。第 2の正当化根拠なしに正当化を図る
ことができるのかは問題として残っている。また引き続き、諸外国における先
取特権制度の変遷、保険金請求権についてどのような属性の者がどのような法
的根拠によって優先権を行使できるものとされているのか等の検討が求められ
る。
本稿は、平成28年度科学研究費補助金・基盤研究（c）による研究成果の一部
である。
（なおい・よしのり　筑波大学法科大学院准教授）
論説（直井）
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